
核医学診断／治療に関する医科診療報酬点数表 

第 6 画像診断 ポジトロン断層撮影及びポジトロン断層・コンピューター断層 

複合撮影、ポジトロン断層・磁気共鳴コンピューター断層複合 

撮影又は乳房用ポジトロン断層撮影に係る診察料を算定するた 

めの施設基準 

「特掲診療料の施設基準等の一部を改正する件」（平成 30 年 3 月 5 日 厚生労働省告示第 45 号） 

「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」 

（平成 30 年 3 月 5 日 保医発第 0305 第 3 号） 

告示 通知 

3 ポジトロン断層撮影、ポジトロン断層・コンピュー

ター断層複合撮影、ポジトロン断層・磁気共鳴コ

ンピューター断層複合撮影及び乳房用ポジトロン

断層撮影の施設基準 

(1) ポジトロン断層撮影、ポジトロン断層・コン

ピューター断層複合撮影、ポジトロン断層・

磁気共鳴コンピューター断層複合撮影又は乳

房用ポジトロン断層撮影に係る診療料を算定

するための施設基準

イ 画像診断を担当する常勤の医師（核医学診

断について、相当の経験を有し、かつ、核

医学診断に係る研修を受けた者に限る。）

が配置されていること。

ロ 当該断層撮影を行うにつき十分な機器及

び施設を有していること。

ハ 当該断層撮影を行うにつき十分な体制が

整備されていること。

(2) 適合していない場合には所定点数の百分の八

十に相当する点数により算定することとなる

施設基準

次のいずれかに該当すること。

イ (1)のロに掲げる診断撮影機器での撮影を

目的とした別の保険医療機関からの依頼に

より撮影を行った症例数が、当該診断撮影

機器の使用症例数の一定割合以上であるこ

第 33 ポジトロン断層撮影、ポジトロン断層・コン

ピューター断層複合撮影、ポジトロン断層・磁気共

鳴コンピューター断層複合撮影又は乳房用ポジト

ロン断層撮影

1 ポジトロン断層撮影、ポジトロン断層・コンピュ

ーター断層複合撮影、ポジトロン断層・磁気共鳴

コンピューター断層複合撮影又は乳房用ポジト

ロン断層撮影に係る費用を算定するための施設

基準 

(1) 核医学診断の経験を 3 年以上有し、かつ、所

定の研修を修了した常勤医師が 1 名以上い

ること。

(2) 診断撮影機器ごとに、PET 製剤の取扱いに関

し、専門の知識及び経験を有する専任の診療

放射線技師が 1 名以上いること。

2 該当しない場合は所定点数の 100 分の 80 に相

当する点数を算定することとなる施設基準 

   ポジトロン断層撮影、ポジトロン断層・コンピ

ューター断層複合撮影、ポジトロン断層・磁気

共鳴コンピューター断層複合撮影又は乳房用ポ

ジトロン断層撮影に使用する画像診断機器の施

設共同利用率について、別添 2 の様式 36 に定

める計算式により算出した数値が 100 分の 30

以上であること（ただし、特定機能病院、がん

診療の拠点となる病院又は高度専門医療に関す
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と。 

ロ 特定機能病院、がん診療の拠点となる病院

又は高度専門医療に関する研究等を行う国

立研究開発法人に関する法律（平成 20 年

法律第 93 号）第 3 条の 2 に規定する国立

高度専門医療研究センターの設置する医療

機関であること。

る研究等を行う独立行政法人に関する法律（平

成 20 年法律第 93 号）第 4 条第 1 項に規定する

国立高度専門医療研究センターの設置する保険

医療機関を除く。）。がん診療の拠点となる病院

とは、第 11 の２がん治療連携計画策定料、が

ん治療連携指導料の２と同様であること。 

3 届出に関する事項 

ポジトロン断層撮影、ポジトロン断層・コンピ

ューター断層複合撮影、ポジトロン断層・磁気

共鳴コンピューター断層複合撮影又は乳房用ポ

ジトロン断層撮影の施設基準に係る届出は、別

添 2 の様式 36 を用いること。 

「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」 

（平成 30 年 3 月 5 日 保医発第 0305 第 3 号）抜粋 

第 2 届出に関する手続き 

1 特掲診療料の施設基準等に係る届出に際しては、特に規定のある場合を除き、当該保険医療機関単位又は

当該保険薬局単位で行うものであること。 

2 「特掲診療料の施設基準等」の各号に掲げる施設基準に係る届出を行おうとする保険医療機関又は保険薬

局の開設者は、当該保険医療機関又は保険薬局の所在地の地方厚生（支）局長に対して、別添２の当該施

設基準に係る届出書（届出書添付書類を含む。以下同じ。）を１通提出するものであること。なお、国立

高度専門医療研究センター等で内部で権限の委任が行われているときは、病院の管理者が届出書を提出し

ても差し支えない。また、当該保険医療機関は、提出した届出書の写しを適切に保管するものであること。 

3 届出書の提出があった場合は、届出書を基に、「特掲診療料の施設基準等」及び本通知に規定する基準に

適合するか否かについて要件の審査を行い、記載事項等を確認した上で受理又は不受理を決定するもので

あること。また、補正が必要な場合は適宜補正を求めるものとする。なお、この要件審査に要する期間は

原則として 2 週間以内を標準とし、遅くとも概ね 1 か月以内（提出者の補正に要する期間は除く。）とす

るものであること。 

4 届出に当たっては、当該届出に係る基準について、特に定めがある場合を除き、実績期間を要しない。 

ただし、以下に定める施設基準については、それぞれ以下に定めるところによる。 

(1) 開放型病院の施設基準

届出前 30 日間の実績を有していること。

(2) 中枢神経磁気刺激による誘発筋電図、光トポグラフィー、ポジトロン断層撮影、ポジトロン断層・

コンピューター断層複合撮影、ポジトロン断層・磁気共鳴コンピューター断層複合撮影、乳房用ポ

ジトロン断層撮影、コンピューター断層撮影、磁気共鳴コンピューター断層撮影に係る施設共同利

用率、輸血管理料に係る新鮮凍結血漿・赤血球濃厚液割合等及び保険医療機関間の連携による病理

診断に係る病理標本割合 

ア 1 月から 12 月までの 1 年間の実績をもって施設基準の適合性を判断し、当該要件及び他の要件
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を満たしている場合は、翌年の 4 月 1 日から翌々年の 3 月末日まで所定点数を算定できるもの

とする。 

イ アにかかわらず、新規届出の場合は、届出前 6 月の実績を有していれば足りるものとし、届出

のあった月の末日までに要件審査を終え、届出を受理した場合は、翌月の 1 日から翌年の 3 月

末日まで所定点数を算定することができるものとする。また、月の最初の開庁日に要件審査を終

え、届出を受理した場合には当該月の 1 日から翌年の 3 月末日まで所定点数を算定することが

できるものとする。なお、施設基準に適合しなくなったため所定点数を算定できなくなった後に、

再度届出を行う場合は、新規届出に該当しないものである。

ウ 既に施設基準の要件を満たし所定点数を算定している場合であって、当該基準に係る機器を増設

する場合にあっては、実績期間を要しないものとする。この場合において、届出のあった月の末

日までに要件審査を終え、届出を受理した場合は、翌月の 1 日から翌年の 3 月末日までは、当

該機器についても所定点数を算定することができるものとする。また、月の最初の開庁日に要件

審査を終え、届出を受理した場合には当該月の 1 日から翌年の 3 月末日まで当該機器について

も所定点数を算定することができるものとする。

エ イ又はウに該当する場合は、所定点数を算定し始めた月の初日から同年 12 月の末日までの実績

をもって施設基準の適合性を判断し、当該要件及び他の要件を満たしている場合は、翌年の 4

月 1 日から翌々年の 3 月末日まで所定点数を算定できるものとする。

新規届出の場合 

例 1：8 月 1 日から算定を開始した場合 

・翌年 3 月末（③の前日）までは算定可

・①～②までの実績により施設共同利用率に係る基準の適合性を判断

・施設基準に適合している場合は、③～⑤までの期間算定可

・施設基準に適合していない場合は、③～⑤までの期間算定不可

・⑤の翌日以後の期間の算定の可否は、②の翌日から④までの期間における実績で判断する。

例 2：2月 1日から算定を開始した場合 

・翌年の 3月末（③の前日）までは算定可

・①～②までの実績により施設共同利用率に係る基準の適合性を判断

・施設基準に適合している場合は、③～⑤までの期間算定可

・施設基準に適合していない場合は、③～⑤までの期間算定不可

・⑤の翌日以後の期間の算定の可否は、②の翌日から④までの期間における実績で判断する。




